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国内裁判例レポート  
２０２３年第１７号 

「アプリケーション生成支援システム」事件 

（知財高判令和元年９月１９日 平成３１年（行ケ）第１０００５号1） 

 

概要 

（１）審決取消訴訟において、進歩性の判断の誤りが争点となった事例。 

（２）引用発明に周知技術を適用することの動機付けがないから、相違点１の構成につい

て、本件補正発明の構成とすることは容易に想到することはできないと判断された（特許

庁審決を取消）。 

 

対象特許（特願２０１７－１２４３８５号2） 

【請求項１】 

 携帯通信端末に固有のネイティブ機能を実行させるためのパラメータに応じて、前記携

帯通信端末において実行されるアプリケーションの、前記携帯通信端末の動きに伴う動作

を規定する設定ファイルを設定する設定部と、前記設定ファイルに基づいてアプリケーシ

ョンパッケージを生成する生成部と、を有するアプリケーション生成支援システム。 

 

引用発明（引用文献１：特許第５４７０５００号公報3） 

 「携帯通信端末の所定の機能を実行させるためのパラメータに応じて、前記携帯通信端

末において実行されるアプリケーションの動作を規定する設定ファイルを設定する設定部

と、前記設定ファイルに基づいてアプリケーションパッケージを生成する生成部と、を有

するアプリケーション生成支援システム」が記載されている。 

 

相違点に係る構成 

 請求項１に係る本件補正発明１と引用発明との相違点１に係る構成は、次の表１の通り

である。 

（表１） 

本件補正発明１ 引用発明 

 「携帯通信端末に固有のネイティブ機能を

実行させるためのパラメータ」である。 

 携帯通信端末の機能を実行させるための

パラメータではあるものの、携帯通信端末に

固有のネイティブ機能を実行させるための

パラメータであることが特定されていない。 

 

裁判所の判断 

 裁判所（知財高裁）は、特許庁の審決が、引用発明に引用文献２～５及び参考文献１記

載の技術（同技術に乙３文献記載の技術を併せて、以下「被告主張周知技術」という。）を

適用することにより、本件補正発明に想到し得ると判断していることから、引用発明に被

告主張周知技術を適用する動機付けの有無について検討した。 

 そして、裁判所は、「被告主張周知技術に係る各種文献に、引用発明において、「携帯通

信端末に固有のネイティブ機能を実行させるためのパラメータ」に応じて設定ファイルを

                                                   
1 https://www.ip.courts.go.jp/app/hanrei_jp/detail?id=5235 
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49300F2271A5AB4C700CCFAF1/10/ja 
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3D07ED9A5399864342C0F87CB5/10/ja 
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設定することの必要性等については記載されていない。また引用発明は、簡易にネイティ

ブアプリケーションを生成することを課題として、既存のウェブアプリケーションのアド

レス等の情報を入力するだけで、当該ウェブアプリケーションが表示する情報を表示する

ネイティブアプリケーションを生成できるようにしたのであり、具体的には、入力しよう

とするウェブアプリケーションのロケーションを示すアドレス及び表示態様に基づいて、

テンプレートアプリケーション１１１に含まれる設定情報の内容を書き換えるだけで目的

とするウェブアプリケーションの表示する情報を表示できるネイティブアプリケーション

を生成でき、テンプレートアプリケーション１１１に含まれるプログラムファイル１１３

については、新たにソースコードを書く必要はないところ、ＰｈｏｎｅＧａｐによってネ

イティブアプリケーションを生成するためには、ＨＴＭＬやＪａｖａＳｃｒｉｐｔ等を用

いてソースコード（プログラム）を書くなどする必要があるものと認められるから、引用

発明に、上記のように、新たにソースコードを書くなどの行為が要求されるＰｈｏｎｅＧ

ａｐに係る技術を適用することには阻害事由があるというべきである。」と判断した。 

 その結果、裁判所は、「引用発明に被告主張周知技術を適用することの動機付けはないか

ら、引用発明に被告主張周知技術を適用して、相違点１の構成について、本件補正発明の

構成とすることは容易に想到することはできず、したがって、本件補正発明は、引用発明

及び被告主張周知技術に基づいて容易に発明することができたということはできない。」と

判断した。 

 

まとめ 

 特許庁が、引用発明に被告主張周知技術を適用することにより、本件補正発明に想到し

得ると判断したことに対し、裁判所は、上記のように、引用発明に被告主張周知技術を適

用する動機付けの有無について検討した。 

 まず、引用発明について、裁判所は、アプリケーションサーバにおいて検索できるネイ

ティブアプリケーションを簡単に生成することを課題とし、同課題を、既存のウェブアプ

リケーションのアドレス等の情報を入力するだけで、同ウェブアプリケーションが表示す

る情報を表示できるネイティブアプリケーションを生成することができるようにすること

によって解決したものであると認定した。このことから、ブログ等の携帯通信端末の動き

に伴う動作を行わないウェブアプリケーションの表示内容を表示するネイティブアプリケ

ーションを生成しようとする場合、生成しようとするネイティブアプリケーションを携帯

通信端末の動きに伴う動作を行うようにする必要はなく、したがって、設定ファイルを設

定するパラメータを「携帯通信端末に固有のネイティブ機能を実行するためのパラメータ

」とする必要はないと判断した。また、裁判所は、引用文献１の開示内容を複数摘示しな

がら、当業者は、引用文献１の「ゲームサイト」の記載から、パラメータを「携帯通信端

末に固有のネイティブ機能を実行するためのパラメータ」とすることの必要性を認識する

とまではいえないと判示した。 

 このように、本件において、裁判所は、引用文献の記載内容を詳細に検討した上で、引

用発明に被告主張周知技術を適用することの動機付けの有無を判断している。このことか

ら、複数の引用文献の組合せによる拒絶理由を受けた場合には、本裁判例等を参考にして

各引用文献の内容を詳細に検討し、引用文献に記載の事項を適用する動機付けの有無を慎

重に判断すべきであろう。 
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［担当］深見特許事務所  佐々木 眞人 

 
［注記］ 
 本レポートに含まれる情報は一般的な参考情報であり、法的助言として使用されることを意
図していません。IP 案件に関しては弁理士にご相談下さい。 


